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資料２ 

令和３年度地域支援事業状況報告 

 

○地域支援事業の目的及び趣旨について 

  地域支援事業は、被保険者が要介護状態又は要支援状態となることを予防し、

社会に参加しつつ、地域において自立した日常生活を営むことができるよう支援

することを目的とし、地域における包括的な相談及び支援体制、多様な主体の参

画による日常生活の支援体制、在宅医療と介護の連携体制及び認知症高齢者への

支援体制の構築等を一体的に推進するもの。 

 

１．介護予防・日常生活支援総合事業（総合事業） 

   介護予防・日常生活支援総合事業は、市町村が中心となって、地域の実情に応

じて、住民等の多様な主体が参画し、多様なサービスを充実することにより、地

域の支え合いの体制づくりを推進し、要支援者等に対する効果的かつ効率的な支

援等を可能とすることを目指す。 

 

（１）介護予防・生活支援サービス事業  

【事業実績】 

平成２９年度より、以下の４つのサービスを開始し、要支援１または２の

認定を受けた場合、基本チェックリストで事業対象者と認定された場合に介

護予防・生活支援サービス事業を利用。 

① 訪問介護（従来の介護予防訪問介護） 

訪問介護員による身体介護、生活援助など従来の介護予防訪問介護に相当

する内容のサービスを実施。 

 令和３年度 令和２年度 平成３１年度 

延人数  １，６６４人   １，７２６人 １，９２４人 

計画値  １，９４４人  ２，０９６人 ２，０２４人 

② 訪問型サービスＡ（緩和した基準によるサービス） 

身体介護を必要としない、生活援助（清掃、ごみの分別搬出、洗濯、買い

物、調理の援助）のみを提供するサービスを実施。 

 令和３年度 令和２年度 平成３１年度 

延人数 ０人 ０人 １人 

計画値 ２４人 ６５人 ６３人 

③ 通所介護（従来の介護予防通所介護） 

生活機能向上のための機能訓練、食事や入浴などの日常生活上の支援など

従来の介護予防通所介護に相当する内容を実施。 
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 令和３年度 令和２年度 平成３１年度 

延人数   ４７４人  ４９０人 ５３７人 

計画値   ５４０人  ７０３人 ６７９人 

④ ケアマネジメントＡ（対象：総合事業のみ利用する要支援者及び事業対象者） 

利用者自身が自立支援に向けた目標に向けサービスを利用するとともに、

定期的に利用者の状態を把握し、サービス調整等を行い、介護予防ケアマネ

ジメントを実施。 

     令和３年度 令和２年度 平成３１年度 

延人数   ９２４人   ９１２人  １，０８１人 

計画値 １，０９２人 １，５８８人  １，５３４人 

【令和３年度の事業評価】 

    地域包括支援センターを中核機関として、利用者の自立支援に向けた介護

予防支援（介護予防ケアマネジメント）を実施し、利用者と自立支援に向け

た目標を共有することで、課題を目標に転換させるなど、介護予防への意欲

を引き出すことができた。また、サービスの利用件数は前年度を下回ってい

るものの、ケアマネジメント件数は増えており、軽度者のサービス利用が増

えていると思われる。 

【令和４年度の取り組み】 

     地域包括支援センターと緊密に連携し、利用者の自立支援に向けた介護予

防支援を継続するとともに、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に

よるフレイル発生に目を配り、予防などの取組にも努める。 

 

（２）一般介護予防事業 

【事業実績】 

平成２９年度から介護予防事業の再構築を行い、行政が主導で行う従来の

介護予防教室の実施とともに、住民主体による介護予防事業の実施をめざし、

地域の自主グループ活動支援等、住民主体の介護予防活動支援を行った。 

① 介護予防普及啓発事業 

地域の拠点施設においての運動教室開催と長生会等を対象とした体操教室

の実施により、参加者同士が楽しく交流しながら心身の機能向上を図れるよ

う、介護予防に関する知識の普及と啓発を行った。 

また、生活機能が低下している高齢者を対象に、短期集中的に運動等を行

う介護予防教室を実施した。 
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② 地域介護予防活動支援事業 

地域において自主的な介護予防活動が広く実施されるよう、地域の高齢者

を対象に、運動士による元気運動サポーター講習会や自主グループへの運動

指導などを行う。令和３年度は新型コロナウイルス感染症の感染拡大に影響

により、実施できなかった。 

   

 

 

【令和３年度の事業評価】 

  新型コロナウイルス感染症感染拡大の影響により、行政が主導で行う介護予防

教室や講演会、住民主体の活動への側面的支援など、地域活動の多くが中止とな

り、計画を大幅に下回った。 

【令和４年度の取り組み】 

   一般介護予防事業については、町主催の介護予防教室等の事業を継続し実施す

ると共に、リハビリテーション専門職と連携し、生活機能低下者等が短期集中的

に運動等に取り組むことで状態の改善を目指す教室をモデル的に実施する。また、

地域の自主グループ活動の側面的支援などを行うことで、地域の多様な場での住

民の介護予防活動への積極的な参加を促進する取組みを推進する。 

 

 

２．包括的支援事業 

   包括的支援事業は、地域包括ケアシステムの深化・推進を行うため、地域包括

支援センターの機能強化を図るとともに、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを

人生の最期まで続けることができるよう在宅医療・介護連携事業、生活支援体制

整備事業、認知症総合支援事業、地域ケア会議推進事業のより一層の充実に努め

 令和３年度 令和２年度 平成３１年度 

実施回数 参加実人数 

（延人数） 

実施回数 参加実人数 

（延人数） 

実施回数 参加実人数 

（延人数） 

実

績 

１０６回 ２３５人 

（延１,４０２人） 

４３回 １５６人 

（延９６８人） 

１９１回 １,０９３人 

（延５，１４４人） 

計

画 

１９０回 １，１００人 

（延５，１００人） 

２６５回 １，５００人 

（延５，６００人） 

２６５回 １，５００人 

（延５，６００人） 

 令和３年度 令和２年度 平成３１年度 

実施回数 参加人数 

 

実施回数 参加人数 

 

実施回数 

 

参加人数 

 

実績 ０回 ０人 1回 １７人 １８回 ８１３人 

計画 ３０回 ８００人 １３０回 ９００人 ９４回 ８５０人 
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ている。なお、地域包括支援センターの運営については、地域包括支援センター

状況報告において事業報告する。 

（１）在宅医療・介護連携推進事業 

【事業実績】 

医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が、住み慣れた地域で暮らし続

けることができるよう、医療機関と介護サービス事業者などの関係者の連携を

推進するためにアからクまでの取組みを実施した。平成３０年度からは、３市

３町の広域で一体的に、泉佐野泉南医師会（以下「医師会」）に委託を行い実施。 

ア 地域の医療・介護の資源の把握 

【取り組み】 

医療機関や訪問看護ステーションを訪問し、医療・介護に関する社会資源

の把握に努めた。 

イ 地域の医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討 

【取り組み】 

在宅医療・介護連携の現状を把握し課題の抽出、対応策を検討するため、医

師会地域連携室、与田病院地域連携室、地域包括支援センターとの定例会議

を計１１回開催。地域の医療・介護関係者等が参画する会議(多職種連携会議)

は新型コロナウイルス感染症感染拡大により開催できなかったが、関係者に

在宅医療・介護連携の情報発信を行った。 

ウ 切れ目のない在宅医療と在宅介護の提供体制の構築推進 

【取り組み】 

地域の医療・介護関係者の協力を得て、在宅医療・介護サービスの提供体制

の構築を推進するため、医療機関等の訪問を行った。 

エ 医療・介護関係者の情報共有の支援 

  【取り組み】 

    在宅医療・介護連携における情報共有を進めるために、３市３町における 

ICT連携ツールをメディカルケアステーション（MCS）とし、多職種への利用 

促進や普及啓発を進めた。 

オ 在宅医療・介護連携に関する相談支援 

  【取り組み】 

    在宅医療・介護連携に関する医療・介護関係者からの相談窓口を医師会に 

設置し、また地域住民からの相談にも対応するため与田病院に設置。 

カ 医療・介護関係者の研修 

【取り組み】 

町内の医療・介護関係者を対象に、「平時から努める ACP」をテーマに研修

会を行った。また、３市３町圏域で、「入退院から ACPへのアプローチを考え

るシンポジウム」を新型コロナ感染症の感染拡大による影響のためオンライ

ンで開催した。 
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キ 地域住民への普及啓発 

【取り組み】 

    新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響により、実施できなかった。 

ク 在宅医療・介護連携に関する関係市町村の連携 

【取り組み】 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響により、３市３町圏域の医療・

介護関係者で構成されている、「泉州南圏域医療・介護連携推進会議」を 

オンラインで開催した。 

【令和３年度の事業評価】 

    医師会、与田病院、地域包括支援センターとの調整会議の継続的な実施に

より、在宅医療・介護連携の課題抽出と対応策の検討を行うことや、在宅医

療等について、医療機関を訪問することにより、地域の実態把握に努めた。

【令和４年度の取り組み】 

高齢期の在宅医療の情報提供とともに、誰もが迎える終末期について地域

全体で考えを深めていくことができるよう、アドバンス・ケア・プランニング

（人生会議）の普及啓発や、多職種が連携し高齢者の在宅療養生活を地域で

支える体制づくりに努めるため、専門職としてのスキルアップのための多職

種研修会や多職種連携会議を開催する。また、医師会圏域内での多職種連携

のさらなる推進を図るため、引き続き他市町や大阪府および医師会と緊密に

連携し事業を実施していく。 

 

（２）認知症総合支援事業 

令和元年６月に国が取りまとめた「認知症施策推進大綱」に基づき、認知症

になっても住み慣れた地域で自分らしく暮らし続けられる「共生」を目指し、

「認知症バリアフリー」の取組を進めていくとともに、「共生」に基盤のもと、

認知症になるのを遅らせる・認知症になっても進行を穏やかにするという意

味での「予防」に向けた取組を推進する。 

①認知症への理解を深めるための普及・啓発の推進 

 【事業実績】 

  ・認知症サポーター養成講座 

 令和３年度 令和２年度 平成３１年度 

講座数 ３回 ０回  ６回 

受講者数 １９１人 ０人 ５２２人 

うち小学生 １６５人 ０人 １１９人 

累積受講者数 ２，６２３人 ２,４３２人 ２，４３２人 

人口に対する割合 １８％ １５％ １５％ 
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・認知症啓発講演会 

 令和３年度 令和２年度 平成３１年度 

講座数 ０回 ０回 １回 

受講者数 ０人 ０人 ８６人 

【事業実績】 

・オンラインでの認知症サポーター養成講座を開催するなど、新型コロナウイ 

ルス感染症の感染拡大に対応した事業を実施。 

・世界アルツハイマー月間に映画「ケアニン」オンライン上映会を実施。 

・認知症サポーター養成講座及び認知症啓発講演会は新型コロナウイルス感染 

症の感染拡大により未実施。 

  ・当事者参加型の啓発イベントである「岬町 RUN伴」は新型コロナウイルス感

染症の感染拡大により未実施。 

   ・令和２年度に、岬町キャラバンメイト連絡会、岬町 RUN伴実行委員会と協働

で認知症啓発冊子「私たちは大丈夫」を作成し配布。 

②認知症の容態に応じた随時・適切な医療・介護等の提供 

【事業実績】 

・認知症初期集中支援チーム 

 令和３年度 令和２年度 平成３１年度 

実施件数 １件 ２件   １件 

・早期発見・早期対応のための体制整備として、認知症初期集中支援チーム

「チームスマイルみさき」を設置の継続。 

・他市町の認知症地域支援推進員との定期的な情報交換の実施。 

・認知症地域支援推進員の質の向上を図るため、認知症に関する専門研修への

参加。 

・認知症初期集中支援チーム検討委員会の開催（新型コロナウイルス感染症 

の感染拡大により未実施） 

・認知症施策推進会議の開催（新型コロナウイルス感染症の感染拡大により未 

 実施） 

・認知症ケアパス「岬町認知症ケアガイドブック」の発行（令和２年度）             

 ③若年性認知症施策の強化 

【事業実績】 

  新型コロナウイルス感染症の感染拡大により研修会の未実施 

④認知症の人と介護者への支援 

  【事業実績】 

 ・認知症カフェ登録及び開設補助金等事業の継続（登録１箇所） 

 ・認知症カフェ交流会の実施。 

 ・認知症の当事者を対象とした「大人の遠足」を企画（雨天のため中止） 

  ⑤認知症の人を含む高齢者にやさしい地域づくりの推進 
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 【事業実績】 

・徘徊高齢者等ＳＯＳネットワーク 

 令和３年度 令和２年度 平成３１年度 

登録者数 ２８人 ２５人 ２０人 

利用数     １人     １人   ０人 

   ・泉州南圏域市町徘徊高齢者等ＳＯＳネットワークの関係機関である他市町・

警察署・消防署との意見交換を実施。 

⑥認知症の予防法等の研究開発及び成果の普及推進 

【事業実績】 

  ・「認知症サミット」（泉佐野泉南医師会主催）の協働実施及び参加。 

⑦認知症の人やその家族の視点の重視 

【事業実績】 

・認知症地域支援推進員を配置し、認知症の方や家族からの相談対応。 

【令和３年度の事業評価】 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響により、講演会や普及啓発イ

ベント等の一部事業を行うことができなかったが、オンラインでの活動の継

続や認知症地域支援推進員による相談や認知症初期集中支援チームによる支

援等について、引き続き実施した。 

【令和４年度の取り組み】 

  認知症地域支援推進員を中心として、地域包括支援センター等の関係機関

と連携し、初期集中支援チームの実施など、認知症施策の推進に引き続き取

り組んで行く。また、認知症キッズサポーター養成講座の実施や認知症に関

するオンライン上映会、認知症あるある川柳の募集等により、認知症の普及

啓発を図る。また、チームオレンジコーディネーター（認知症地域支援推進

員兼務）を中心として、チームオレンジの立ち上げやその準備段階である認

知症サポーター養成講座のステップアップ講座の企画について準備や検討

を行う。 

 

（３）生活支援体制整備事業 

 生活支援コーディネーターを平成２８年６月より岬町社会福祉協議会へ設

置し、「支え合い・助け合い」を広め、地域の担い手の掘り起しや助け合いの

基盤づくり、ネットワーク化等を行い、生活支援・介護予防サービスの提供体

制の整備に向けた取り組みを推進している。 

【事業実績】 

ア 地域のニーズと資源の状況の見える化、問題提起 

  ①地域ニーズの把握  

・生活支援に関する地域ニーズ調査 

  ②地域資源の調査・整理 
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   ・サロン・コミュニティカフェの実態調査・整理 

   ・岬町地域資源の整理 

イ 地縁組織等多様な主体への協力依頼などの働きかけ 

   身近な地域で、住民主体での助け合いの理解を広げ、助け合い活動の創出

につなげるよう話し合いの場を設定（多奈川港地区、淡輪１６区） 

ウ 関係者のネットワーク化 

  ・インフォーマルなネットワーク化（岬町社会福祉施設等連絡会事業） 

  ・フォーマルなネットワーク化（岬町地域ケア自立支援型会議等） 

  ・インフォーマルとフォーマル相互の連携のネットワーク化（行政との打ち 

合わせ会議等） 

エ 目指す地域の姿・方針の共有・意識の統一 

   住民主体で学ぶ「福祉・介護シリーズ講座」（令和３年度中止） 

オ 生活支援の担い手の養成やサービス開発 

① 認知症カフェの立ち上げ（おにぎりサロン、喫茶 Sunデー） 

② サロンやコミュニティカフェの継続化・活性化・専門化（みさきサロン介

護予防運動教室） 

③ 有償ボランティアの組織化に向けての取り組み（地域有償活動講座） 

地域リハビリテーション活動支援事業（短期集中介護予防教室）   

カ ニーズとサービスのマッチング 

   ① 地域支援ニーズとサービス提供主体の活動をマッチング（高齢者生きが

い活動促進事業の実施） 

   ② 地域の移動サービスを考えるきっかけづくりに向けた研修講座の開催 

キ 生活支援コーディネーターの資質向上の取り組み 

研修会や講演会などへの参加 

 ク 岬町生活支援・介護予防サービス協議体会議の実施 

     第１回 令和３年１１月１１日 

     第２回 ※新型コロナウイルス感染拡大防止のため開催中止 

 ケ 岬町生活支援・介護予防サービス協議体から派生した地域活動 

     ①多奈川地区「赤提灯」（平成 30年 3月 6日開始） 

     ②淡輪 10区・11 区「どないしたらええん会」（平成 30 年 5月 28 日開始） 

     ③淡輪 6区「わくわく会」（平成 30年 11月 21日開始） 

     ④淡輪 6区新興住宅側「グリーンピース」（平成 31年 4月 25日開始） 

     ⑤深日地区「友さんの会」（令和元年 8月 23日開始） 

     ⑥淡輪 9区「たんのわ 9ちゃん会」（令和 2年 9月 12日開始） 

     ※名称変更：淡輪９区・２区「淡輪 Qちゃん会」（令和 3年 7月 24日開始） 

     ⑦多奈川港自治区「まちの灯り一軒家橋」（令和 3年 8月 3日開始） 

  【令和３年度の事業評価】 

    岬町生活支援・介護予防サービス協議体から派生した住民主体の助け合い
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活動や活動継続のための組織化に向けた取り組みが各地区において広がり

を見せている。新型コロナウイルスの影響で様々な「集うこと」への中止や

抑制により、高齢者等にとっては孤立のリスクが高まり、コロナ禍であって

も住民主体の活動の継続に取り組むことの重要性を確認し、住民同士の意欲

向上や地域での助け合いの活性化により一層つながった。このように助け合

い活動の創出に向けた地域支援・組織化活動の推進に取り組み、住民主体に

よる持続可能な取り組みの充実・強化を図った。 

【令和４年度の取り組み】 

    地域資源の調査・整理、地縁組織等多様な主体への協力依頼などの働きか 

け、関係者のネットワーク化、目指す地域の姿・方針の共有、意識の統一、

生活支援の担い手の養成やサービス開発、地域支援ニーズとサービス提供

主体の活動のマッチング、協議体運営や支援、地域支援団体のネットワーク

化など、地域包括ケアシステムの構築や地域共生社会の実現に向けて、協議

体構成団体や地域住民等に地域の支え合い・助け合い活動の働きかけを広

く行い、継続して取り組みの強化を推進していく。 

 

（４）地域ケア会議の推進 

地域ケア会議は医療・介護等の専門職をはじめ、民生児童委員や自治区な

どの地域の多様な関係者が協働し、共有された地域課題に結びつけてゆき、地

域包括ケアシステムの構築を行う。地域の共通の課題を抽出し、社会資源の創

出に向け、地域包括支援センターとの連携を行う。 

【事業実績】 

 令和３年度   令和２年度   平成３１年度   

地域ケア会議開催件数 ０回 １回 １回 

 

 令和３年度 令和２年度 平成３１年度 

個別ケア会議件数 ２５回 １８回 ２４回 

 うち自立支援型会議      ４回      ４回 ３回 

  【令和３年度の事業評価】 

    自立支援型会議については、年５回開催の予定であったが、新型コロナウ

イルス感染症の感染拡大の影響により、５月のみ開催出来なかったが、リモ

ート開催を活用することで、4 回開催することが出来た。介護が必要な高齢

者が住み慣れた地域で暮らし続けることができるよう地域包括ケアシステ

ムの構築に取り組むことが出来た。今後も個別ケア会議を通じ、高齢者の自

立支援に資するケアプランにつなげるケアマネジメント支援により把握し

た地域課題を、社会資源の開発に結び付け、必要に応じて町全体の政策形成

につなげるための地域ケア会議を開催できるよう、体制整備を図りたい。 
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【令和４年度の取り組み】 

医療・介護等の専門職をはじめ、民生児童委員や自治区などの地域の多様な

関係者が協働し、介護支援専門員の支援等を通じて、介護が必要な高齢者が

住み慣れた地域で暮らし続けることができるよう地域包括ケアシステムの構

築に取り組み、地域包括支援センターとの連携を行う。また、多職種（医療、

介護、地域住民など）による個別ケア会議を通じ、高齢者の自立支援に資する

ケアプランにつなげるケアマネジメント支援により把握した地域課題を、社

会資源の開発に結び付け、必要に応じて町全体の政策形成につなげるための

地域ケア会議を開催できるよう、体制整備を図る。 

 

３．任意事業 

（１）介護給付適正化事業 

介護給付の適正化を図るため「第４期介護給付適正化計画」に基づき、主要

８事業（要介護認定の適正化、ケアプランの点検、住宅改修の適正化、福祉用

具購入・貸与調査、医療情報との突合、縦覧点検、介護給付費通知、給付実績

の活用）を実施する。 

大阪府国民健康保険団体連合会から提供される給付実績等の情報や国保連

システムを活用し、不適切なサービス提供が行われないよう、点検に努める。 

【事業実績】 

令和２年度に引き続き、令和３年度においても８事業を実施。 

   ①要介護認定の適正化 

認定審査会資料の確認、保険者による認定調査、認定調査員研修を実施 

（職員による訪問調査件数１，０２７件） 

②ケアプランの点検 

介護保険サービス新規利用者のケアプランのチェックを実施（８８件） 

③住宅改修の適正化 

改修工事の事前または事後に現地調査を実施 

（申請件数１２６件・現地調査０件） 

④福祉用具購入・貸与調査 

福祉用具サービス計画書の確認および軽度者の福祉用具貸与に関する理由

書の確認を実施 

（１１５件） 

⑤医療情報との突合 

国保連システムを活用した点検を実施 

⑥縦覧点検 

  国保連から配信された帳票に基づき、疑義内容の確認や過誤申立等を実施 

⑦介護給付費通知 

年２回送付（計２，７９４件通知） 
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⑧給付実績の活用 

国保連から提供される給付実績情報を活用し、不適切な給付の有無の確認

を実施（２４回） 

  【令和３年度の事業評価】 

    昨年度と同様、介護給付適正化の取り組みを実施。 

【令和４年度の取り組み】 

引き続き、介護サービスの質の向上や介護給付の適正化に努める。 

 

（２）家族介護支援事業 

在宅で高齢者を介護している家族等に対し、介護方法や介護予防、介護者

の健康づくり等についての知識、技術の習得の場として介護教室を開催し、

家族の身体的および精神的負担の軽減を図るとともに、要介護高齢者の在宅

生活を支援する。 

【事業実績】 

主に社会福祉協議会への委託事業として実施した。教室の開催は、新型コ

ロナウイルスの感染状況に応じて、個別訪問による介護者の近況確認や啓発

物の配布等を行い、コロナ禍においても、家族介護者が孤立しないように取

組を継続した。 

①家族介護教室 

 令和３年度 令和２年度 平成３１年度 

開催回数 ７回 ７回 ７回 

参加人数 １９４人 １７７人 １８６人 

【令和４年度の取り組み】 

要介護高齢者および家族の在宅生活を支援するため、引き続き実施する。 

②介護用品給付 

 非課税世帯に属する在宅高齢者の要介護３から５と判定された者で介護

用品等の給付を行うことにより、高齢者本人、家族の経済的負担の軽減と当

該高齢者の保健衛生の向上を図る。 

 令和３年度 令和２年度 平成３１年度 

利用人数 ４１人 ３７人 ３９人 

【令和４年度の取り組み】 

  対象者の選定方法や支給費の減額等、事業の縮小にむけての検討を行う。 

【令和３年度の事業評価】 

     身体的・精神的・経済的な負担の軽減及び高齢者の保健衛生の向上を図

ることが出来た。制度の利用を希望する方も多く必要な資源であるとも感

じている。対象者の選定方法や支給費の減額等、事業の縮小に向けての検

討が必要だが、高齢者の保健衛生の向上に貢献する事業でもあるため慎重

に検討していきたい。 
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（３）その他事業 

介護保険被保険者の地域における自立した日常生活の支援のために必要な

事業を行う。 

① 家庭内の事故等への対応の体制整備事業 

ひとり暮らし高齢者等に簡単な操作により通報ができる装置を貸与し、急

病時等における迅速かつ適切な対応を図る事業である。また、利用者が２４

時間３６５日いつでもコールセンターに常駐する看護師に相談を行うことが

でき、定期的に委託事業者から安否確認の電話連絡が行われることにより、

利用者の心身の状況の把握・日常生活上の安全の確保と不安を解消すること

が可能となる。 

【事業実績】 

 令和３年度 令和２年度 平成３１年度 

設置人数 １１６人 １０６人 ９５人 

【令和４年度の取り組み】 

引き続き事業の実施継続を行うことにより、ひとり暮らし高齢者等の安

全や不安の解消に努め、住み慣れた在宅での生活が継続できるように事業

を実施する。 

② 食の自立支援事業(平成２７年１０月開始) 

食生活の改善と健康増進が必要な在宅高齢者等に対して、栄養バランスの

とれた献立に配慮した昼食を訪問により定期的に提供し、併せて安否確認を

行う。 

【事業実績】 

 令和３年度 令和２年度 平成３１年度 

利用人数 ０人 １人 １人 

【令和４年度の取り組み】 

      配食サービスを行うことで、高齢者の在宅生活を支援するため、引き続

き実施する。 

③ 成年後見制度利用支援事業 

     町長による成年後見等申し立てでかつ低所得者については、申し立て費用 

や後見人等の報酬助成を行う。 

【事業実績】 

  令和３年度 令和２年度 平成３１年度 

利用人数 ３人 1人 ０人 

 【令和４年度の取り組み】 

     認知症高齢者の増加が予想される中、利用者の必要性が高まることから対

象者の拡大等も検討する。 

④ 介護サービスの質の向上に資する事業 
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    岬町介護相談員派遣事業 

    岬町に登録された介護相談員が介護サービス施設・事業所に出向いて利 

用者の疑問や不満、不安を受け付け、介護サービス提供事業者及び行政との 

橋渡しをしながら、問題の改善や介護サービスの質の向上人つなげる取り組 

みを行うもので、平成３１年度に大阪府が行う介護相談員養成研修を受講し

た４名を登録した。 

【事業実績】 

  令和３年度 令和２年度 

登録人数 ４人 ４人 

  【令和４年度の取り組み】    

介護相談員が、依頼のある事業所等へ出向き利用者の疑問や不安の解消

を図ることで事業所の介護サービスの質の向上に取り組む。登録者には介

護サービス相談員現任者研修受講の案内し資質向上を図る。 

【令和３年度の事業評価】 

    新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響により、面会自粛の対応をせ

ざるを得ない施設が多く実施出来なかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


